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と　き　令和 6 年 11 月 17 日（日）10：00 ～ 12：00と　き　令和 6 年 11 月 17 日（日）10：00 ～ 12：00
ところ　山口県医師会 6 階会議室ところ　山口県医師会 6 階会議室
 　　　　（Zoom「ウェビナー」を使用した Web 方式併用） 　　　　（Zoom「ウェビナー」を使用した Web 方式併用）

令和 6 年度 児童虐待の発生予防等に関する研修会令和 6 年度 児童虐待の発生予防等に関する研修会

　令和 3 年度から本会主催で開催している標記
研修会について、今年度も山口県産婦人科医会、
山口県小児科医会並びに山口県の共催で、Web
での視聴も可能としたハイブリッド開催にしたと
ころ、当日は会場 29 名、Web…78 名、計 107 名
の参加があった。

特別講演 1
アタッチメントが拓く子どもの未来
　―不適切な養育との関連も含め―

東京大学大学院教育学研究科・教授
同附属発達保育実践政策学センター長　遠藤　利彦
　子どもが最もよく育つのは子どもの一番近くに
いる人との関係が「ほどよい関係」にあることで、
一番近くにいる人は乳幼児のころは、多くの場
合は母親であり、養育には個人差があり、それが
発達にも作用する。その基本の一つが「アタッチ
メント＝愛着」である。こども家庭庁でも胎児
期から含めて小学 1 年生ごろまでの「はじめの
100 か月」が心と体の基盤を作るのに重要な時
期としている。乳幼児の育ちには、「安心」と「挑
戦」の繰り返しが大切で、「挑戦」とは興味・関
心に応じた「遊びと体験」をすることで、外の世
界に「挑戦」する。そのためには子どもが不安な
時にそばに寄り添うことや安心感をもたらす経験
を繰り返すことでできる「安心」という土台が必
要である。以前、乳児院に入所している子どもを
調査研究したことがある。入所の理由としては虐
待、母未婚、家族の精神疾患、経済的困難が多かっ
た。虐待を受けた子は、アタッチメントが形成さ
れず、誰かれ構わずくっつく脱抑制型対人交流障
害傾向にあり、担当養育者との関わりで安心の基
地ができて改善していった子もいる。

　ルーマニアで深刻な環境剥奪（経験するべきも
のが経験できなかった）にさらされた遺棄児の心
身発達を調査した研究がある。20 人の子どもに
対して 1 人の保育者で、怖い時に声をあげても
無視されアタッチメントが未経験だった子どもは
脳の成長が悪く、乳幼児期のアタッチメントの剥
奪は自己と社会性の発達に深い傷をもたらした。

「自己」に関わる心の性質は、自分を大切にし、
適切にコントロールし、もっと高めようとする力

（自尊心／自己肯定感、自立心／自律性など）、「社
会性」に関わる心の性質は、集団の中に溶け込
み、人との関係を作り維持していくための力（コ
ミュニケーション力、共感性／思いやり、協調性
／協同性など）で、そういった力（＝非認知）が
できていないと大きくなってから非行に走ったり
する。世界的にも、乳幼児期の重要性、非認知の
大切さが見直されつつあり、それを育むものがア
タッチメントであり、それは単なるスキンシップ
とは異なる。子どもが怖くて不安な時、抱っこし
なくても声をかけてあげる、目を向けるだけでも
よい。安心感を与えることがアタッチメントであ
る。
　アタッチメントは何らかの危急時あるいは危機
が予期された時に生じる恐れや不安等のネガティ
ブな情動を特定他者への近接性の確保を通して制
御・調整しようとする行為傾向である。物理的に
くっついていることそのものよりも、いざとなっ
たらいつでも戻ってくっつけるという感覚が重要
であり、子どもの安全な避難所、安心の基地とな
る大人がいれば、探索、冒険ができ、感情の調律、
制御ができるようになり、安心感の輪ができる。
　アタッチメントには個人差があり、温かい受容
的養育ができていると安心感の輪を安定して回れ

報告：常任理事　河村　一郎
常任理事　縄田　修吾[ ]
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る安定型、やや拒絶的養育だと怖くて不安でも親
にあまりくっつかない回避型、親の都合、感情で、
ややきまぐれな養育になっていると後追いやしが
みつきが強くなるアンビヴァレント型、不適切な
養育で、養育者にくっつきたいのか離れたいのか
よくわからず、どっちつかずの行動を占める無秩
序・無方向型とある。虐待は、養育者は安全な避
難場所であると同時に迫害者となり、一番怖い所
となり、無秩序・無方向型となる。親以外の人と
の間で安定したアタッチメントを経験すると修復
できる可能性も十分にあるが、一方で、年齢が経
つと不信感が徐々に強くなり、修復が難しくなる
傾向があることも確かである。

［文責：河村　一郎］

特別講演 2
精神疾患合併妊婦から出生した児と退院支援に
ついて

　　山口県立総合医療センター
新生児科診療部長　長谷川恵子

　精神疾患合併妊婦の合併疾患としては、うつ病、
双極性障害、統合失調症、不安症・強迫症、摂
食障害、アルコール使用症、薬物使用症、パーソ
ナリティ症、発達障害（神経発達症）、てんかん、
不眠障害があり、疾患そのものによる影響及び抗
てんかん薬、抗うつ薬、抗不安薬などの薬剤によ
る影響を認識しておくことが大切である。例えば、
周産期のそれぞれの時期に起こりうる問題とし
て、妊娠前～妊娠中には疾患による神経症状、強
い不安、周産期合併症など、胎児期には薬剤の催
奇形性、胎児毒性など、新生児期には新生児薬物
離脱症候群、母乳栄養の可否、NICU 入院による
母子分離など、産後には母親の産後うつ、育児不
安、母乳栄養継続困難などや、児の発育不良、虐待、
発達の遅れ、自閉症スペクトラム症などが挙げら
れる。具体的には、妊娠に伴う精神疾患の悪化（う
つや不安障害などの症状が増悪しやすい、治療の
自己中断）、周産期合併症の発症リスク（妊娠高
血圧症候群・妊娠糖尿病の頻度が上昇、早産・低
出生体重出生のリスクや児の発達への影響）、児
に対する影響（新生児薬物離脱症候群、断乳や児
の NICU 入院などによる母子愛着形成不良、発達

遅延・自閉症スペクトラム症のリスク上昇）、育
児困難・虐待（精神疾患が不適切な養育のリスク
を上昇させる、若年妊娠や未受診、虐待の要因）、
自殺や母子心中（妊娠中や産褥期の精神疾患を背
景とした自殺リスク）が問題となる。
　精神疾患合併妊娠への対応については、社会
的支援が少ないことはうつ状態のリスク上昇と回
復の悪さに関連していると報告されていることか
ら、妊産婦の精神的不調の把握と医療面での対応
が鍵であり、医療・保健・福祉機関で連携して速
やかにサポートすることこそが、虐待や妊産婦の
自殺などの予防につながる。
　精神疾患合併妊婦の合併疾患について述べる。
　周産期うつ病とは、妊娠から産後 4 週間以内
に発症するうつ病（抑うつとは、気分・思考・行
動のいずれもが低下する状態）とされ、産後う
つ病の約 5 割は妊娠中に発症し、周産期うつ病
の有病率は約 15% である。経産婦より初産婦に
多いことから、家族が気づいたり、産科で疑われ
ることがある。例えば、妊産婦自殺について東京
都 23 区内での調査結果（2005 ～ 2014）では、
妊娠中の自殺（23 例）の原因として、うつ病は
39%（4% は統合失調症合併）で、妊娠終了後死
亡（40 例）の原因で、うつ病又は産後うつ病は
43% と報告されており、妊娠中からの早期介入
が必要である。
　双極性障害とは、躁状態とうつ状態のエピソー
ドが反復するもの（軽躁で数日間、躁状態で 1
週間以上、うつ状態は 2 週間以上続く）とされ、
20歳前後の発症が多く、有病率は約0.2%である。
産後は再発リスクが高く、ほとんどが抑うつエピ
ソードで、80% は産後 4 週以内に起こり、褥婦
自身と児への育児能力の低下が認められるため、
自殺などのリスクが上昇する。
　不安症とは、差し迫った出来事に対する恐怖や、
将来に対する不安が過剰となり、行動や社会生活
に影響を与える状態が 6 か月続いている状態と
され、有病率は、妊娠期 15.2%、産後 9.9％、周
産期全体で20.7%（一般女性5.2～8.7％）である。
不安症に含まれる疾患としては、パニック症（予
兆しないパニック発作に対する不安）、全般不安
症（病的に過度な不安や心配が 6 か月以上持続）、
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社会不安症（社交場面における強い不安や恐れが
6 か月以上持続）、広場不安症（強い不安が生じ
た場合、すぐに逃げられない場所にいることへの
強い不安や恐怖を抱く）、限局性恐怖症（特定の
状況、環境、対象に対する持続的な強い恐怖や不
安）がある。
　強迫症（強迫性障害）とは、自分にとって無意
味ないし不合理と判断される考えや行動を制御で
きなくなるという症状を特徴とする疾患とされ、
有病率は、妊娠中 2.07％、産後 2.43%（一般女
性 1.08%）である。「刃物で子供を傷つけてしま
うのではないか」、「誤って子供を落としてしまう
のではないか」、「自分の親のように叩いてしまう
のではないか」と育児不安につながりやすい。
　統合失調症とは、…①幻覚や妄想などの陽性症
状、②感情鈍麻や自発性の低下などの陰性症状、
③認知機能障害に大別され、日常生活に支障をき
たす疾患である。有病率は約 1％で、思春期から
青年期の発症が多い。妊娠判明後の服薬中断、妊
婦健診受診率低下、セルフケア低下につながり、
産科合併症リスクが高い（検診受診率低下、喫煙、
高齢出産など）ことや、産後精神症状の増悪をき
たしやすいことに留意が必要である。
　てんかんは、合併頻度は全妊婦の約 1% であり、
最も合併頻度の高い精神疾患で、発作頻度につ
いては大部分（54 ～ 80%）は妊娠前と比較し変
わらない。妊娠に及ぼす影響としては、妊娠高血

圧腎症、早産のリスク上昇（odds 比はそれぞれ
1.6 ～ 1.7 倍、1.5 ～ 1.6 倍）が挙げられる。帝
王切開率、分娩後出血等のリスク増加も指摘され
る。一方、胎児に及ぼす影響としては、FGR（胎
児発育遅延）、死産のリスク上昇が挙げられる。
抗てんかん薬の催奇形性、発達への影響が問題
となるが、バルプロ酸は最も催奇形性が高く、妊
娠初期の単剤療法における大奇形発症率は 4.7 ～
13.8％であり、二分脊椎、頭蓋縫合早期癒合、口
蓋裂、尿道下裂、心房中隔欠損、多指症の他、児
の認知機能障害、自閉スペクトラム症との関連性
が明らかである。一方、ラモトリギン、レベチラ
セタムは安全性が高い薬剤として妊婦に多用され
る。
　新生児への影響について述べる。新生児薬物離
脱症候群とは、妊娠中の母体が薬物を摂取するこ
とで、胎児期からその薬物に曝露された児に出生
後に生じる一連の症候とされ、…薬物による出生直
後の症状及び胎盤を介した薬物の供給が途絶える
ことによる離脱症状である。新生児薬物離脱症候
群の原因となりうる薬剤は下図のとおりである。
新生児薬物離脱症候群の症状は、出生後にみられ
る薬物による直接の症状及び離脱症状としては、
中枢神経症状として易刺激性、興奮時の振戦、安
静時の振戦、不安興奮状態、筋緊張増加、筋緊張
低下、無呼吸発作、痙攣、傾眠の順で多くみら
れ、消化器症状として哺乳力不良、嘔吐、自律

図



令和 7 年 1 月 山 口 県 医 師 会 報 第 1973 号

35

神経症状では多呼吸、多汗、発熱、徐脈が現れる
ことがある。一般的に 48 時間以内に症状が現れ
ることが多く、また、一旦症状が消失したのちも
生後 1 か月ごろまでは離脱症状が出現すること
があり、注意が必要である。母親が妊娠中に薬物
などがあり新生児薬物離脱症候群発症リスクがあ
る場合は、磯部スコアを用いたスコアリングを行
い、治療の要否を判断することになる。具体的に
は、スコアリング評価を 3 ～ 4 時間ごとに行い、
治療介入基準は磯部スコアで 8 点以上であるが、
それ以下でも痙攣、無呼吸の頻発や母親の育児困
難をきたす症状等により治療を適応することとな
る。治療はフェノバルビタール（原因薬剤がオピ
オイド系の場合はモルヒネ）を使用し、母乳育児
は継続を図る。2014 年 1 月～ 2019 年 9 月に当
院で管理を行ったてんかんを除く精神疾患合併妊
婦 46 人及び新生児 47 人についての後方視的検
討では、NICU 入院新生児 17 人のうち 12 人が新
生児薬物離脱症候群（疑い含む）の診断に至った。
　精神疾患合併産婦の退院支援については、当院
の場合は入院中に両親への育児指導（授乳、沐浴
等）、家族背景の確認（キーパーソン、育児サポー
トの有無など）、必要があれば祖父母などへの指
導も考慮している。また、他職種との連携も重要
と捉え、家庭環境の情報共有、退院後の自宅訪問
依頼、訪問看護依頼、行政手続き、福祉サポート
などについて、多職種ケースカンファレンス開催
の取組みを行っている。母乳育児の支援について
は、薬剤の母乳移行についての不安感から自己
判断での治療中止あるいは医師からの断乳指示
などによって、精神症状の増悪や母子愛着（ボン
ディング）形成障害をきたし、自殺、虐待のリス
ク増大にもつながるリスクがあるため、母親、家
族、医療スタッフ間での授乳についての正しい知
識の共有に努めるようにしている。つまり、授乳
中の向精神薬に対する不安による断薬や母乳育児
による心身の疲労・睡眠障害が母の精神症状悪化
をきたし、母の希死念慮、育児能力・自己管理能
力低下、児への虐待などのリスク増大につながる
ことから、母の精神状態の安定が母子の安全につ
ながることを最優先と考えている。母乳育児や人
工栄養については、あくまでリスク・ベネフィッ

トを考慮した個別の対応が重要であり、十分な情
報提供をした上で、授乳方法を母親及び家族が決
定できるようにすることが重要である。また、プ
レコンセプションケアを含めた妊産婦のメンタル
ヘルスへの対応については、厚生労働省『授乳・
離乳の支援ガイド』（2019 年改訂）を参考にし
ていただきたい。
　ハイリスク児としての外来フォローアップにつ
いては、退院後 1 ～ 2 週間の時点で、児の発育
及び養育状況の確認、母親の不安感や困り感を把
握、虐待を疑う所見のチェック（必要時は母子保
健担当部署、児童相談所などに情報提供、通告を
考慮）、その後は、生後 1・4・7・10・12 か月、
1 歳半、3 歳、6 歳での検診で、発達検査による
評価（新版 K 式発達検査：1 歳半、3 歳、WISC- Ⅴ：
6 歳）を行う。精神疾患を抱えた母と子の適切な
育児支援とは、母の精神症状を安定させることが
最優先である。妊娠時より関わってきた多職種の
連携ネットワークを維持していくことが重要とな
る。個別対応として、母子ともに危険を伴うよう
な養育困難環境であれば、乳児院へ預けることも
含めた対応を考慮する必要性が出てくることもあ
る。
　てんかんと統合失調症の二つの合併妊婦事例を
提示したが、妊娠前、妊娠中、産後及び乳児期ま
での医療関係者を含め保健師や行政のサポートは
それぞれできていることが多い。一方、児が成長
し就学年齢近くになると、親子、家庭に対しての
多職種が連携したサポート体制は薄れてくるとい
う現状がある。精神疾患合併妊婦に対し、適切な
育児支援を行うためには、父、祖父母などの母以
外の養育者へも母同様に細かなサポートを行うこ
とも重要である。

［文責：縄田　修吾］


